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民間活力導入の提言

平成16年６月の宇宙開発委員会・利用部会報告書において、 ISS計
画における民間活力導入（以下「民活」という。）を提言。また、JAXA
の中期目標及び中期計画にて位置付け

JAXAは、国内企業と協力して、ISS計画における民間活力導入（以
下「民活」という。）の具体的検討を過去数年来実施

公募型技術提案方式（RFP）による企業選定

平成18年10月、JAXAは、JEMの運用事業及び利用サービス提供事
業を対象として民活の提案要請（RFP発出）。本年１月締切り

また、本年１月、JEM利用に関する「ユーザ支援業務」について提案
要請（RFP発出）。本年２月締切り

JAXAは、事前に定めた評価基準及び選定プロセスに則り、厳正に提
案評価及び企業選定作業を実施

本年４月２日、受注企業と契約締結

１． 経 緯
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（今回の契約範囲）

JEM運用準備、
運用管制
JEMシステム
JEM実験装置

訓練
運用要員
宇宙飛行士

JEM運用事業

ユーザの宇宙実験計画
書に基づくJEM利用リ
ソース配分調整（電力、
通信、時間、輸送等）

JEM運用担当との技術
調整（訓練手順、運用手
順、装置稼働ソフト等）

利用サービス
提供事業

有償利用の事業

無償利用の
ユーザ

宇宙での実験特有の条件を
考慮した実験計画書の作成
や実験準備の支援

ユーザ支援業務

有償利用の
ユーザ

図１ ISS事業での民活に関する提案要請の範囲
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実績評価

第２段階移行判断
事業者と協働で技術移転を
図る一方、安定的で確実な業
務実施に必要な手順を確立

全体計画管理、安全審査・確認、国際調整等を実施

年度

▲（移行想定時期）

③第２段階では、「請負契約」として、企業にコスト削減、安定的かつ確実な運
用、顧客満足度が高い利用者支援の実施等、一定のパフォーマンス達成を
要求。更に、企業の創意工夫による一層効率的・効果的な業務遂行を要求。

Ｊ
Ａ
Ｘ
Ａ

民
間

打上げ

①第１段階は、「委託契約」により、
事業者に所要の技術及び業務遂
行のノウハウを移転・育成。

②以後順次JAXAの関与を減らして
いき、事業者の技術修得、業務遂
行状況等を勘案の上、第２段階
への移行について判断。

図２ ＪＥＭ運用・利用の事業における民活の段階的な実現

FY20
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事業者が技術・ノウハウを蓄積し、主体的に実施する範囲を段階的に拡大
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２．１ 受注企業選定結果

２． JEM運用事業及び利用サービス提供事業の選定結果

提案企業： 有人宇宙システム株式会社（JAMSS）の１社
（JEM運用及び利用サービス提供業務の双方を提案）

提案評価： JAXAが事前に定めた民活事業実施に必要な基本技術力
及び予定価格の観点から提案内容を厳正に評価

結論：

（１）JEM運用事業
JAMSSを選定
４月２日付けで契約締結

（２）利用サービス提供事業
評価の結果、契約相手方となる企業は「なし」と判断（この結果、
有償利用のサービス提供を担当する企業も未決定）
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２．２ ＪＥＭ運用事業における今後の民活実施

民活第１段階*においては、民活第２段階**において民活導入の最大の
成果が上がるよう、以下の考え方により進める。

JAXAと企業の連携・協力による確実な取り組み

具体的な実施計画と達成目標の策定

定期的な評価の実施と実施方法・実施計画等への反映

要員の能力向上、標準的作業手順の確立による作業・組織の効率化

JEM運用の成熟度に応じた運用手順の定型化・標準化・簡素化

企業運用要員の多能化・兼務促進と情報共有化による業務効率化

上記を踏まえた要員・文書類の削減 など

下記を目標に受注企業による能力向上への取り組み

第２段階における発注業務範囲の拡大
（例えば、JEM維持管理、維持設計等に係わる技術支援業務）

*   平成19～22年度を目標
**平成23年度開始を目標



6

２．３ 利用サービス提供事業における今後の進め方

平成19年度の進め方

平成19年度の業務の実施方法（一時的措置）

→ 利用サービス提供事業を個別業務に分割し一般競争入札、発注

平成20年度民活開始に向け平成19年度にRFP発出

→ 平成19年度、作業内容の定型化・標準化等を実施
（検討にあたっては、広く民間企業と意見交換）

JEM有償利用の進め方

有償利用ユーザのニーズ把握・ビジネスモデルの検討を促進する必要
→ 具体的な方策を検討の上、平成19年度からサービス開始を目標

（実施方策の一例） →今後詳細検討が必要

① JAXAによる窓口を開設し、有償利用申込の試行的受付を開始

② 引き続き、JEM運用開始など有償利用実施の環境が整った段階で、本件業
務を担当する民間企業をRFPで募集・選定 など
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３． ユーザ支援業務について

３．１ 受注業者選定結果

提案企業： 財団法人日本宇宙フォーラム（JSF）の１社

提案評価： JAXAが事前に定めた民活事業実施に当たって必要となる
基本技術力及び予定価格の観点から提案内容を厳正に評価

結論：

JSFを選定

４月２日付けで契約締結

３．２ 今後の進め方

民活第２段階からの業務実施

本件業務は、ユーザの宇宙実験計画設定を支援する業務で、過去
のスペースシャトル等での宇宙実験を通じて経験・知見蓄積が豊富

平成19年度当初から民活第２段階相当の体制・契約方式にて業務
を開始

利用者に密着した柔軟なユーザ支援を効果的・効率的に実施
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４． まとめ

国際宇宙ステーション（ISS）計画を更に効果的・効率的に進めるため、
以下の業務について、本資料で述べた進め方により、着実に民活に取り
組んでいくこととしたい。

JEM運用事業

JEM利用サービス提供事業、及びJEM有償利用

ユーザ支援業務


